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企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）とは
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国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を
行った場合，法人関係税等から控除をする仕組み。

・1回当たり10万円以上の寄附が対象

・寄附を行うことの代償として企業が行政側から経済的な利益を受け取ることは禁止

・本社が所在する地方公共団体への寄附は，対象外

・地方交付税の不交付団体であって，その全域が地方拠点税制における地方活力向

上地域外に存する市区町村は対象外（守谷市は令和2年まで該当）

守谷市は令和3年度から交付団体となり，本制度が利用可能になった

制度活用の諸条件



結婚・出産・
子育ての希
望をかなえ
る環境を創
る事業

“住まう”場
としての魅
力を高めＵ・
Ｉ・Ｊターンを
創る事業

安定した生
活を支える
就労環境を
創る事業

将来にわ
たって持続
可能な新し
い「まち」を
創る事業

企業版ふるさと納税を活用するには

①地方版総合戦略を元にした地域再生計画の認定申請を行うこと
⇒「守谷市まち・ひと・しごと創生推進計画」が令和３年３月３１日で認定
⇒「第２期守谷市まち・ひと・しごと創生推進計画」が令和４年７月８日で認定

②市民や各種団体等の参画による外部組織により効果について継続的な検証
⇒守谷市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議にて評価を実施

③地域再生計画に定めた事業に該当すること
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出産・子育
ての希望を
かなえる事

業

自然の中
で活力にあ
ふれ、愛着
や誇りが持
てるまちを
つくる事業

新しい人の
流れをつく
る事業

誰もが安
心して働け
る環境をつ
くる事業

R4.7.8

から切替

守谷市まち・ひと・しごと
創生総合戦略
（第１期）

第２期
守谷市まち・ひと・しごと

創生総合戦略

守谷市まち・ひと・しごと創生推進計画（第１期）

第２期守谷市まち・ひと・しごと創生推進計画



国庫補助との併用とインセンティブ付与

• 一部の国の補助金・交付金と企業版ふるさと納税は併用することができる

• さらにその中には事業期間延長や優先採択などのインセンティブ付与も生じる
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令和３年度の寄附受領及び活用事業実績（一部非公表内容）

• 合計5,000千円（トップセールスによる）

• 活用事業は2事業、令和3年度中に全額執行済み（一部令和4年度繰越）
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寄附年月日 法人名 住所
寄附額
（千円）

寄附対象事業名
公開
非公開

非公表希望 3,000 非公表希望

令和4年
1月31日

株式会社
ウォーターエージェンシー

東京都新宿区
東五軒町３番２５号

2,000
"住まう"場としての
魅力を高めU・I・J
ターンを創る事業

寄附対象事業名 市予算事業 プロジェクト 実績事業費（円） うち寄附額（円）

"住まう"場としての
魅力を高めU・I・J
ターンを創る事業

守谷駅東口市有地
利活用事業

豊かな自然と人の賑
わいが共存するサス
テナブルな駅前拠点
創出プロジェクト

18,748,400 2,458,375

"住まう"場としての
魅力を高めU・I・J
ターンを創る事業

守谷駅東口市有地
利活用事業

最も都心に近いテレ
ワークのまちプロ

ジェクト
25,473,250 2,541,625



感謝状贈呈式の様子
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株式会社ウォーターエージェンシー



守谷駅東口市有地利活用事業
(豊かな自然と人の賑わいが共存するサステナブルな駅前拠点創出プロジェクト)

要素事業 令和3年度事業内容

協議会の設立事業 協議会の趣旨やまちづくりにおける重要
性など説明し、協議会メンバーを募るこ
とを目的とした説明会及び開業時イベン
トの開催。

協議会ホームページ
構築事業

市民に対してのイベントの告知や協議会
員やその他の市民団体等が利用予約をす
ることを目的としたホームページを構築。

賑わい創出事業 賑わいを創出するための開業前プレイベ
ントを協議会の準備会が実施。

プレイスメイキング
事業

オープンスペースに訪れる人が思い思い
に過ごせるように居心地のよい空間を整
える。また、イベント開催に必要な備品
として、以下のものを購入。
・可動椅子やテーブル
・テントタープ
・放送設備 等

（事業費） （単位：円）

事業費計 18,748,400

内訳

地方創生応援税制の
適用のある寄附額計 2,458,375

※上記以外の財源 16,290,025

<事業概要> 守谷駅東口市有地に整備したオープンス
ペース「ブランチパーク守谷」の運営協議
会を設立する事業

地域再生計画に掲げ
る事業の名称

“住まう”場としての魅力を高め
U・I・Jターンを作る事業

協議会の設立事業

協議会ホームページ構築事業

賑わい創出事業

プレイスメイキング事業



守谷駅東口市有地利活用事業
(「最も都心に近いテレワークのまち」プロジェクト)

<事業概要> 守谷駅東口市有地の商業施設の一部に整備
されるコワーキングスペースに対して民間
施設開設支援を行う。

地域再生計画に掲げ
る事業の名称

“住まう”場としての魅力を高め
U・I・Jターンを作る事業

整備施設概要 つくばエクスプレス守谷駅に近接し、都
内企業のサテライト拠点や今まで都内勤
務をしていた層にテレワーク環境を提供。
・コワーキングスペース 40席
・会議室 1室(6席)
・オンラインブース 4部屋
・シェアオフィス 3席

運営事業者 株式会社ツクリエ

営業時間 24時間 365日利用可能

料金体系 ・月額利用 16,500円/月
・一時利用 440円/1時間

1,650円/1日
・住所利用プラン起業サポート付
（法人登記と起業に関する相談が可能）

8,800円/月

所在地 茨城県守谷市中央二丁目53番地
BRANCH守谷 A010

URL http://startupside.jp/moriya/

（事業費） （単位：円）

事業費計 25,473,250

内訳

地方創生応援税制の
適用のある寄附額計 2,541,625

※上記以外の財源 22,931,625



守谷市地方創生応援基金条例

• 令和4年3月17日制定

– 原則寄附を受けた年度中に事業充当しなければならない

– 本条例の基金を設置することで次年度以後で充当できる
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企業（寄附者）

守谷市

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度以後

寄附

守谷市地方創生応援基金

総計事業 総計事業 総計事業 総計事業

充当
積立

「受領書」交付

充当 充当 充当

税務署

確定申告

控除



令和４年度以後の予定内容

• 寄附の可能性のある企業へのアプローチ

– トップセールス

–ダイレクトメール 等

• インセンティブ活用事例の創出

–推進交付金事業「豊かな自然と人の賑わいが共
存するサステナブルな駅前拠点創出プロジェクト
」が令和３年度200万円以上の寄附を活用したた
め、インセンティブで計画期間の延長が可能

–令和5年継続申請において、延長申請を検討
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令和3年度地方創生推進交付金
事業報告

R4.11.15
資料４

豊かな自然と人の賑わいが共存する
サステナブルな駅前拠点創出プロジェクト



地方創生推進交付金の概要

令和４年度 国予算額１,０００億円（令和３年度予算額１,０００億円）
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地方創生推進交付金の本市実績

2

「ママが活躍するまち」プロジェクト

ママたちが“”ママたちのため”に営業する「ママカフェ」を運
営。商品や価格を検証するためのテスト運営及びテストマーケテ
ィングを実施。

「学生が輝くまち」再生プロジェクト

市が借り上げた空き家に、地域活動に関心がある学生が移り住
む。地域の将来的には、本市を「第2のふるさと」として選択し
てもらう。

「農が繋ぐまち地域資源連携推進」プロジェクト

「もりや循環型農食健協議会」と市が連携することで、新たな展開
を生み出す。朝市、グリーン・ツーリズム、商品開発農業を切り口
に、地域資源を繋げ生かす。

「野鳥の森散策路と鳥のみち」協働推進プロジェクト
「守谷市観光協会」や企業等が連携し、自然の中の木道整備を実
施。将来的な地方への人の流れや雇用を創出、持続的な経済効果
をもたらす環境を整える。



守谷駅東口市有地利活用事業

守谷駅から北東に徒歩5分程度（約
300ｍ）の距離にある約1.2ヘクタール
（野球場のグラウンド程度）の平坦な市
有地。

守谷駅東口市有地の概要

守谷駅東口
市有地位置図

公募型プロポーザル方式によって，大
和リース株式会社を利活用事業者とし
て決定。
オープンスペース（市直轄）と
商業施設（大和リース㈱に事業用定
期借地）を一体整備する事業とする。
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守谷駅東口市有地利活用事業

年月日 概要

令和元年６月２６日 募集要項等公表

令和元年９月４日～５日 提案書類等の受付期間

令和元年１０月２５日 優先交渉権者（大和リース㈱）の決定

令和２年１月９日 基本協定の締結

令和２年１月３１日 ワークショップ開催

令和２年９月２３日 オープンスペース設計業務委託の締結

令和３年３月３１日 利活用事業全体の事業を定める事業契約の締結

令和３年４月２０日 オープンスペース整備工事契約の締結

令和３年５月３１日 事業契約の基本日程変更に関する覚書の締結

令和３年７月３０日 事業用定期借地権設定に関する覚書の締結

令和３年８月４日 商業施設部分の起工式

令和４年２月２５日 オープンスペース整備工事竣工

令和４年４月２８日 ○開業
商業施設：ブランチ守谷
公共施設：ブランチパーク守谷
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ブランチ守谷・ブランチパーク守谷
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豊かな自然と人の賑わいが共存する
サステナブルな駅前拠点創出プロジェ
クト
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自然と都市が融合した

オープンスペース

協議会の活動サポート

市民団体や市内事業者

賑わい創出

人が出会い交流する

活気がある駅前

本市の現状 問題点

東京近接のベッドタウン 昼間人口が少ない

駅前に出会いと
交流の拠点がない

イベントを開催できない
市民団体活躍の場がない

緑被率60％超
緑が豊富

気軽に自然を感じられる
場所がない

新たな魅力ある付加価値
市民が実感することができる住みやすさ

豊かな自然と人の賑わいが共存する
サステナブルな駅前拠点創出プロジェクト



豊かな自然と人の賑わいが共存する
サステナブルな駅前拠点創出プロジェクト

令和３年度概要
オープンスペースを人々の交流や賑わいにより駅前の拠点とするため、
運営協議会を立ち上げ賑わいを創出する環境を整える。

要素事業 令和３年度事業内容 実績 合計 17,719,000円

（１）協議会の設立事業 協議会メンバーを募
ることを目的としたイ
ベントやワークショッ
プ等を実施した。

・説明会・ワークショップ等開催費用 561,000円
・開業時イベント開催費用（令和4年度繰越） 2,178,000円

（２）協議会
ホームページ
構築事業

告知や協議会員を含
む市民団体等が利用
予約をするホーム
ページを構築した。

・ホームページ及び予約システム構築費 2,970,000円

（３）賑わい創出事業 令和３年度末で開業
予定だったが、開業
延長に伴いプレイベ
ントを実施した。

・イベント企画、調整、開催費用 1,925,000円
・広告宣伝費 220,00円
・映像投影事業費 2,145,000円
・タープ購入費用 458,480円
・イベント実施時の各種備品購入費用 1,761,520円

（４）プレイスメイキング
事業

・可動椅子等をオー
プンスペースに設置
し自由に使用できる
ようにする

・可動椅子、可動テーブル等購入費 5,500,000円
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（1）協議会の設立事業

• 令和３年度事業

– 運営協議会の設置に向
けて、大和リース株式会
社と守谷市を構成員と
する準備会を設立

– 運営協議会への参加を
想定される団体へ説明
会を実施

– GWに商業施設と合わ
せて開業し、オープンイ
ベントを実施
• 来場者数8,550人

年月日 概要

令和３年12月 準備会設立

令和３年12月 推進交付金協定締結
(令和３年分)

令和４年3月7日 協議会参加団体向け
説明会実施

令和4年4月28日 オープニングイベント
（令和３年分繰越）
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守谷中学校吹奏楽部 オープニングセレモニー



（２）協議会ホームページ構築事業

• ウェブサイト作成事業

– 告知や利用予約をするホー
ムページを構築した

• 機能

– イベントの告知

– イベント主催者の予約
• 要会員登録

– キッチンカースペースの手配

• URL
– https://branchpark-moriya.com
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（３）賑わい創出事業

• 目的
– 年間イベントの実証実験としてプレオープ

ンイベントを実施

• 実施内容
– 日時：3/27（日）11：30～19：00

– 会場：ブランチパーク守谷

• 実施概要
– 音楽LIVE、DJイベント

– プロジェクターを使用しての映像投影

– キッチンカーによる飲食の提供
• 飲食は地方創生応援税制寄附金等を財源

• 来場者
– 来場者数：約1300人

– アンケート実施：回答者285名

• その他イベントに必要な物品の購入
– 折り畳みステージ、パイプ椅子等

– テント

– 電気ドラム

– カラーコーン

– トランシーバー
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（４）プレイスメイキング事業

• 概要
– オープンスペースに訪れる人が思い
思いに過ごす場作りができるように，
可動椅子等をオープンスペースに設
置し自由に使用できるようにする。

• 購入物
– パラソル １０本

– テーブル １０台

– 椅子 ４０脚
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KPI及び進捗状況

•地方創生推進交付金事業として採択（事業期間：3年）
•一年目のKPIの実績はすべて未達
•「駅前ににぎわいがあると思う市民の割合」は今後取得不能

– 毎年の市民アンケートに基づいていたが、実施しなくなった
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KPI 事業開始前
（現時点）

2021年度
増加分
（1年目）

2021年度
増加分
（1年目）

2022年度
増加分
（2年目）

2023年度
増加分
（3年目）

KPI増加分
の累計

駅前周辺市街地の人口増
（過去3年平均の増加数）【人】

875 -62.0 30 29 29 88

駅前ににぎわいがある

と思う市民の割合【％】
29.5 -5.50 1.0 2.0 2.5 5.5

協議会が実施する

イベントの集客数【人】
0.00 1,300 5,500 20,000 2,500 28,000

実績値 計画値



事業報告まとめ

• 新型コロナウイルス感染症の影響により開業延長（
令和4年3月18日⇒令和4年4月28日）となったため
、KPI進捗にも見える形で遅れが生じている

• 令和３年度としては、そのような中でも実施できる事
業を行い2年目以降への布石を整えた（ワークショッ
プ、HP構築、プレイベント、椅子やテーブルその他
備品の購入）

• 令和４年度以後は、開業に加えて新型コロナウイル
ス感染症の社会的な脅威としての認識が薄れてき
ているため、活動及びKPIともに充実すると考えられ
る
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